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令和７年１２月１２日 

 

千葉市長 神谷 俊一 様 

 

千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会 

会 長  神 野 真 吾 

 

 

令和８年第１回千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度対象事業の審査及び令和７年

度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援事業の評価について（答申） 

 

令和７年１１月２１日付け千経観プ第９８号をもって諮問のあった令和８年第１回千葉市

ナイトタイムエコノミー推進支援制度対象事業の審査及び令和７年度千葉市ナイトタイムエ

コノミー推進支援事業の評価について、令和７年１１月２５日に令和７年度第２回審議会を

開催し、慎重に審査を行った結果、下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 令和８年第１回千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度対象事業の審査について 

  審査の結果、本制度の趣旨を鑑み、地域経済活性化及び夜間におけるにぎわいの創出が期 

待できる、以下の事業を支援することが適切であるものと判断する。 

（１）審査結果                          

申請者名 申請事業名 合計点数 
申請額 

（千円） 

補助額 

（千円） 

株式会社ワールド 

パーク 
GREEN SCREEN ４２１ ２，８６３ ２，８６３ 

 ※「千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会」委員６人が審査し、満点は６６０点 

  （１１０点×６人）となる。 

 ※委員全員の合計点が６割（３９６点）以上に達したものを選定の対象とする。 

 

２ 令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援事業の評価について 

（１）カフェ呂久呂 夜の活性化プロジェクト 

ア 本事業は、概ね計画どおりに実施されていることを確認した。 

イ 評価する点として、カフェ呂久呂の売上が計画を上回る結果であったことが挙げられ

る。 

また、回遊性に資する取組として、周辺店舗と連携した期間限定サービスの提供によ

り、連携した周辺店舗への送客や売上増加が認められたことが挙げられる。 

さらに、カフェ呂久呂は本事業終了後も夜間営業を継続していることが認められる。 

ウ 以上を総合的に勘案し、千葉市ナイトタイムエコノミー推進事業実績報告書「補助金

の交付決定額」記載の１５４千円の補助を行うことは妥当であるものと判断する。 
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（２）SUNSET BEACH CLUB DJ PARTY 

ア 本事業は、概ね計画どおりに実施されていることを確認した。 

イ 評価する点として、計画通りの事業収入が認められるとともに、千葉駅周辺の飲食店

等へ送客を行うなど本イベントの参加者による回遊が認められたことが挙げられる。 

また、本事業における課題や改善策を分析しており、次年度以降の事業の継続に前向

きな姿勢が認められることが挙げられる。 

ウ 以上を総合的に勘案し、千葉市ナイトタイムエコノミー推進事業実績報告書「補助金

の交付決定額」記載の１，２００千円の補助を行うことは妥当であるものと判断する。 

 

（３）いなぷー流水夜祭 

ア 本事業は、概ね計画どおりに実施されていることを確認した。 

イ 評価する点として、周辺店舗の売上増加が認められるとともに、周辺事業者と連携し

割引キャンペーンなどを行ったことにより、本イベントの参加者による回遊が認められ

たことが挙げられる。 

また、稲毛海浜公園プールバス停を発着するバスの夜間営業中の乗降者数が通常の倍

以上になるなど、周辺事業者への波及効果が認められたことが挙げられる。 

  ウ 以上を総合的に勘案し、千葉市ナイトタイムエコノミー推進事業実績報告書「補助金

の交付決定額」記載の５，０００千円の補助を行うことは妥当であるものと判断する。 

 

（４）昭和・平成歌謡ナイト 

ア 本事業は、概ね計画どおりに実施されていることを確認した。 

イ 評価する点として、周辺店舗の売上増加が認められるとともに、千葉みなとエリアの

事業者と連携したことにより、エリア内での回遊が認められたことが挙げられる。 

また、運営費などの確保を含めた収支計画について検討しており、次年度以降の事業

の継続に前向きな姿勢が認められることが挙げられる。 

 ウ 以上を総合的に勘案し、千葉市ナイトタイムエコノミー推進事業実績報告書「補助金

の交付決定額」記載の３，６６７千円の補助を行うことは妥当であるものと判断する。 

 


